休業協定書
（株）助成金申請研究会と労働者代表　田中　太郎とは、休業の実施に関し下記のとおり協定する。

記

1. 休業の時期

休業は令和２年４月１日から令和２年６月３０日までの間において、これらの日を含め、最大６０日間（休業６０日間、短時間休業を含む）実施する。

短時間休業の場合、一所定労働日当たりの休業時間は、５時間とする。

2. 休業の対象者

（1） 全従業員を対象とする。

（2） 休業日の休業人数は概ね５人とする。

（3） 休業は出来る限り輪番で行うものとする。

3. 休業時間（短時間休業）
　休業：１１時００分～２０時００分（所定労働時間１１時００分～２０時００分）

短時間休業１２時００分～１７時００分（所定労働時間１１時００分～２０時００分）
4. 休業手当の支払い基準

休業日に、次の基準により算定した額の手当てを支払うものとする。

（1） 1日当たりの額の算定方法

イ．月ごとに支払う賃金　月額÷所定労働日数

ロ．日ごとに支払う賃金　その額

ハ．時間ごとに支払う賃金　時間額×所定労働時間数

（2）短時間休業を行った場合の１時間当たりの額の算定方法

イ．月ごとに支払う賃金　月額÷所定労働日数÷所定労働時間数

ロ．日ごとに支払う賃金　日額÷所定労働時間数

3． 時間ごとに支払う賃金　その額

（3）対象となる賃金は、基本給、職務手当、資格手当、管理職手当、家族手当、住宅手当、通勤手当及び精勤勤手当とし、基本給は８０％、基本給以外は８０％
支給するものとする。

5.  雑則

この協定は令和２年４月１日に発効し、令和２年６月３０日に失効する。

令和2年4月1日

事業所名称
㈱助成金申請研究会
事業主指名
代表取締役　申請　雅人
印
労働者代表
氏名　一般職

田中　裕太
印

�【休業手当の％は従業員と話合いで決定】


労使協定：会社と社員の代表者と決める


①休業の時期


②休業の時間数　1日、時短


③休業の対象者　


④休業手当の額の算定基準


→基本給とベースで出ている手当（月給）で計算する事が一般的。手当の支給率を変更することも協定上可能（ただし、助成金は低い率に統一されます）


（基本給・職務手当・資格手当・管理職手当・家族手当・住宅手当・通勤手当・皆勤手当て・固定残業手当など）





【月給の算定】


休業手当は原則、平均賃金で算出


平均賃金は過去3ヶ月分の給与を過去3ヶ月の暦日数で割る（日給単価を出す）





変動給（インセンティブなど）を入れることも可能ですが、助成金の対象から除外されます。





�６０％を下回ると助成金対象から外れます。


�職位を記入（一般以外は不可です）





